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電力広域的運営推進機関 ２０２１年度事業計画 

 

本機関は、「電気事業法」（以下「法」という。）第２８条の４に規定する広

域的運営推進機関として、電気事業の広域的運営を通じて、全国規模での電力

安定供給の確保と送配電設備の効率的利用を推進するため次の業務を行う。 

 

１．再生可能エネルギーの主力電源化及び電力レジリエンス強化に資する次世

代型ネットワークへの転換 

５～１０年後の再生可能エネルギーの主力電源化及び電力レジリエンス強

化に資する次世代型ネットワークへの転換、そして２０５０年カーボンニュー

トラルの実現に向け、本機関では以下の３点の取組を実施する。 

・ 再生可能エネルギーが主力電源となっている社会の実現のため、系統設備形

成、系統利用のあり方を確立する。 

・ 再生可能エネルギーが主力電源となり電源構成が変化する中においても、過

剰な設備を持たず、停電リスク抑制の観点から安定供給が脅かされないよう

に適切に需給バランスを評価できる仕組みを整える。 

・ 中長期的な社会構造の変化等を見据えた需要想定を行う。 

 

１－１．供給計画の取りまとめ、検討及び経済産業大臣への送付（法第２８条の

４０第１項第４号）/入札の実施その他の方法により発電用の電気工作物を維

持し、及び運用する者を募集する業務その他の発電用の電気工作物の設置を

促進するための業務（法第２８条の４０第１項第５号）/送配電等業務に関す

る情報提供及び連絡調整(法第２８条の４０第１項第８号) 

（１）供給計画を通じた次世代型ネットワーク構築のための設備形成 

今後の電源構成の変化も見据えた、新たな供給信頼度評価を深化させる。ま

た、各事業者からの供給計画を通して国内の需給バランスを評価するととも

に、電源・送電線の開発・休廃止等の適切性を確認し、供給力改善に向けた調

整や電源入札の要否を含めた検討を行い、国において適切に対処すべき事項に

ついては、安定供給の観点から意見等を付して経済産業大臣に送付する。マス

タープランにおける定期評価を通して、将来の電源ポテンシャルにかかる情報

を収集し、次世代型ネットワークへの転換を見据えた設備形成につなげる。 

（２）需要想定に関する業務、並びに夏季及び冬季の電力需給検証 

需要想定は、需給バランス評価や調整力公募、容量市場等の起点となる情報

であり、その確度、説明性、透明性が不可欠であるため、電力需要や経済関連

の各種データ分析、ヒアリング・文献調査等により、需要想定の改善を継続し
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て行う。新型コロナウィルスの世界的流行による中長期的な経済・社会構造の

変化を踏まえ、電力需要への影響を分析・評価し、今後の需要想定に織り込む。

また、電源入札の検討開始要否や国の節電要請の判断に資する需給検証におい

て、需給バランスの評価方法として２０２１年度中に確率論的アプローチの適

用可否を検討し、判断する。 

（３）次世代型ネットワーク整備のグランドデザイン 

①マスタープラン 

国における中長期的なエネルギー政策と整合し、かつ国民負担を抑制して

いく観点から、費用便益評価に基づく系統の増強判断に係る仕組みの検討と整

理を行う。その上で、広域連系系統のあるべき姿の提示及びその実現に向けた

取組の方向性、さらに今後増強が必要となる具体的な系統の長期展望も含めた

広域系統長期方針を策定する。 

②系統利用に関するルール 

発電コストの最小化と再生可能エネルギーの有効活用を可能とする仕組み

を整備するため、既存の系統設備を有効活用し、速やかに再生可能エネルギー

等の新規電源の接続が可能となるように、ノンファーム型接続の導入に必要な

課題を整理し、関連するルール整備を行う。加えて、コネクト＆マネージの

推進やＮ－１電制に係る費用精算の詳細検討、ガイドライン作成及び規程類の改定

を行う。 

③広域系統整備計画 

現行の広域的取引の環境整備に関する検討開始要件のほか、マスタープラン

における費用便益評価を用いた広域連系系統の定期評価を踏まえた具体的な

増強計画を広域系統整備計画として策定する。また、事業実施主体が作成する

実施案について、系統の安定性やコストについて評価・確認し、計画の信頼性

を向上させる。現在進行中の広域系統整備計画(北本連系設備(新々北本)、東

北東京間連系線及び東京中部間連系線の広域系統整備計画)について、国民負

担抑制を念頭に、定期的な工事進捗状況の確認やコスト検証を行う。 

④マスタープランを支える仕組み 

老朽化が進む電力流通設備については、必要な設備更新が適切に行われるよ

うな仕組みを構築するため、リスク評価等による標準的な手法を定めたガイド

ライン作成を行う。また、マスタープランにおける系統の増強要否を定期的に

評価する仕組みを構築する。 

（４）効率的なアクセス業務 

再生可能エネルギー電源等のポテンシャルを考慮し「プッシュ型」による計

画的な設備形成を行うために、一括検討プロセスを開始したことに伴い、洋上

風力の公募プロセスとの連動も踏まえ、当該検討プロセスの課題を把握し改善
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を行う。 

また、事業者の適切な事業性判断の一助となるよう、本機関が受付したアク

セス検討案件については、所定の規程・指針に則り、一般送配電事業者が作成

した回答案に対して適切な妥当性評価を行った上で事業者に回答しており、引

き続き回答内容の客観性を維持するとともに、接続検討の品質についても継続

して確認し、事業者の連系対応への信頼性を向上させる。 

加えて、系統アクセス業務の検討が適切に行われているかを評価・確認する

ため、２０２０年４月にアクセス検討回答内容を本機関が把握できる体制を整

えたことから、本機関受付以外のアクセス検討案件についても、本機関が客観

的視点で一般送配電事業者が適切に検討しているかを検証する分析方法を確

立する。 

（５）グリッドコードの検討 

自然変動再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、自然変動再生可能エネル

ギーの制御機能や柔軟性を有する火力発電の重要性が高まっている。また、災

害の多い日本においては、コスト等も考慮しつつ、分散性も高く、災害への耐

性が強い再生可能エネルギーの導入を含め、系統全体のレジリエンスを強化し

ていくことで、低炭素社会の実現と、停電リスクの低減を実現する。 

こうした状況を踏まえ、再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネット

ワーク小委員会や電力レジリエンスワーキンググループにおいて、グリッド

コードの整備に向けた検討を進めることとされたところ。再生可能エネルギー

の大量導入を見据えた適切なグリッドコードの整備は、系統の安定化をもたら

すのみならず、再生可能エネルギー主力電源化に向けて再生可能エネルギー発

電量の増加を可能とするものである。そこで、当面は２０３０年度エネルギー

ミックスの実現に向けて、「短期的（２０２３年４月適用想定）に要件化が必

要な技術要件」を検討することを目標とし、２０２１年度においては以下の取

組を実施する。 

再生可能エネルギー大量導入に向けて、再生可能エネルギー出力制御の合理

化と電力の安定供給を両立するため、費用対効果、公平性等を考慮しつつ、周

波数・電圧調整力、系統事故・擾乱時の対応能力を確保する等の解決策を講じ

るため、短期的（２０２３年４月適用想定）に要件化が必要な技術要件を中心

に、グリッドコードの検討を進める。 

 

１－２．送配電等業務に関する情報提供及び連絡調整（法第２８条の４０第１項

第８号） 

（１）地域間連系線の管理 

２０２４年に一次調整力を含めて広域需給調整の環境整備が完了することを
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踏まえて、２０２３年までに必要なシステム開発を完了させるとともに、広域

需給調整の妥当性を評価するための仕組みの整備を完了させるため、２０２１

年度においては以下の取組を実施する。 

・ ２０２２年度に需給調整市場で商品追加される三次調整力①に対応した広

域機関システムの改修を２０２１年度中に行う。 

・ 広域需給調整システムが２０２１年度から全エリアで展開されることを受

けて、広域需給調整が適切に行われているか確認するために連系線潮流量を

評価する。 

また、２０２２年にインバランス料金の仕組みが変更されることから、イン

バランス料金算定の根拠となる広域予備率の算定やその妥当性の評価を行う

とともに、ゲートクローズ毎に広域予備率を公表する仕組みの整備を２０２１

年度中に完了させるため、２０２１年度においては以下の取組を実施する。 

・ 広域予備率を算定するために各エリアの供給力想定に連系線を介した供給

力の把握が必要となることから、２０２１年度中に連系線想定潮流の算定方

法の見直し及びその演算ツール整備を行う。 

・ 広域予備率管理下における追加供給力対策に移行する際の、広域予備率の数

値基準の見直し要否の分析や現行の需給ひっ迫融通指示を判断している予

備率との相関等に係る実績評価を実施する。 

・ インバランス料金制度が２０２２年度から開始されることから、広域予備率

のタイムリーな情報公表を行うための広域機関システムの改修を２０２１

年度中に行う。 

 

その他、以下の業務を実施する。 

・ 経過措置計画等の管理、承認電源等の申請の受付・審査 

広域メリットオーダーを実現するための連系線利用ルール見直し（間接オー

クション導入）に伴う、承認電源等の新規及び変更申請を受付、定期審査を

行う。同様に２０２５年度までの暫定措置として導入が決定した経過措置計

画について、銘柄廃止などの受付、管理業務並びに制度趣旨に沿った入札行

動等を行っているかを定期的に監視し、不適切行動を見つけた場合は是正を

促す。 

・ 連系線の運用容量及びマージンの算出・公表 

社会基盤である電力インフラを系統利用者が最大限利用できるよう、供給信

頼度を確保した上で運用できる連系線の限度値及び異常時等の電気の受給

や広域的な調整力調達のために必要なマージンの値を算出し、公表する。 

連系線の運用容量設定等にあたっては、系統の安定性等を評価・確認する必

要があることから、信頼性の高い管理に寄与するために、系統解析ツールに
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よる潮流等の解析を通じて、業務品質の向上を図る。 

（２）作業停止計画の調整 

送配電網の強靭化のため既存設備の計画的な更新が進むことから、流通設

備・電源設備の保守との両立が必要となる中、事業者間の利害調整を促すこと

で全体最適な作業停止調整を実現する。 

具体的には、年間計画・月間計画・計画外・緊急時における、広域連系系統

等の停止に関する計画を取りまとめ、連系線の運用容量に影響を与える電力設

備の作業停止計画について調整を行い、作業停止計画を適切な時期に公表する。 

他方、２０２４年度から開始される容量市場の実需給２年前の容量停止計

画による調整が２０２２年度から開始されることから、２０２１年度中に容量

停止計画と作業停止計画を整合させるための作業停止計画調整マニュアルや

作業停止計画記載要領の見直しを行う。 

さらに、系統混雑を前提とした系統利用のあり方の議論など、他の制度変更

や環境変化を見据えて、具体的な対応を検討する。 

（３）調整力及び必要予備力のあり方の検討 

日々の安定供給は、一般送配電事業者による適正な供給予備力の確保、周波

数制御のための調整力の確保、連系線のマージン運用等によって維持されてい

る。それらの必要量は現在の電源運用状況等のデータ分析により算定し、足下

では調整力公募の枠組みで、今後は容量市場や需給調整市場の枠組みにより調

達され、電気料金の抑制と停電リスクの低減を両立している。 

また、再生可能エネルギー主力電源化に向けては、必要となる供給予備力及

び調整力(周波数調整力、慣性力、同期化力、電圧調整力等)について、電力需

給の実績データから将来の電力需給状況を想定して適切な対応策及び必要量

を算定し、その調達方法及び環境整備方策を策定する。そして、再生可能エネ

ルギーの主力電源化に向けて、低炭素社会の実現と安定供給の両立につなげて

いく。本機関は、上記に示したようなこれまでの活動に加え、各種の状況変化を

踏まえて検討する必要から、２０２１年度においては以下の取組を実施する。 

・ 需給バランス調整及び周波数制御に必要な調整力のあり方、及び供給信頼度

維持のための必要な予備力のあり方について、容量市場・需給調整市場の導

入等の状況変化を踏まえた検討を進める。なお、需給バランス調整及び周波

数制御に必要な調整力のあり方については、一般送配電事業者による２０２２

年度向け調整力公募スケジュールを踏まえ、２０２１年上期を目途に検討を進

める。供給信頼度維持のための必要な予備力のあり方については、２０２２年

度供給計画や２０２６年度向け容量市場オークションを踏まえ、２０２２年度

末を目途に、必要により検討を進める。 

・ 再生可能エネルギー主力電源化に向け、電源の運用状況等のデータの分析、



 

 

6 

調整力の必要量・調達方法、必要予備力・供給信頼度の評価方法、及び算定

ツールの整備等を通じて調整力及び必要予備力のあり方の検討を行う。 

再生可能エネルギー主力電源化に向けた一次検討については、２０２１年度

上期を目途に検討を進める。 

（４）需給調整市場 

再生可能エネルギーが主力電源を担うなか、一般送配電事業者が日々の安

定供給及び電力品質を維持することで、電気を売買する事業者の安定した事業

運営とともに、消費者が安心して電気を使用できる環境を実現する。そのため

に必要となる調整力の調達・運用について、広域化等による需給調整の効率化

や、市場メカニズムの採用による透明性の向上、またＤＲ（ディマンドリスポン

ス）事業者や新電力等の新規事業者をも含めた調整力確保の仕組みにより、競

争環境を構築することで調整力の調達・運用コストの効率化・低減化を実現し、

電力系統を利用する全ての事業者や消費者にとってのメリットとする。 

本機関は、この調整力を効率的に調達するプラットフォームとなる需給調

整市場の開設を目指して、調整力を５つの商品に細分化し、それぞれの詳細制

度設計を取りまとめてきたところ。今後は、三次調整力①の市場開設に向け

た準備を進めるとともに、残る一次調整力及び二次調整力①・②についても

２０２４年度の市場開設を目指し、必要な詳細制度設計を進めていく。 

そこで、２０２１年度においては、以下の取組を実施する。 

・ ２０２２年度に市場開設する三次調整力①に関する準備を完了させる。 

・ 一次調整力、二次調整力①・②に係る技術的要件や複数商品の同時約定・ア

セスメント方法等について、蓄電池やＤＲ等の新しいリソースに関する事項

も含め、取組の進んでいる海外の事例を参考にしつつ、詳細検討を進める。 

（５）需要者スイッチング支援 

消費者が先進的な他業種と同等に円滑に電気を選択できるよう、配電事業制

度やシステムのリプレース時期を見据えて、２０２２年度末を目途に手続とシ

ステムを再構築する。２０２１年度は、需要者の本人確認方法の見直し等に関

するこれまでの意見について、実務者会議を開催して方針を決定する。 

（６）系統情報の公表 

国が定める「系統情報の公表の考え方」に基づき、地域間連系線及び全国の

電力需給に関する情報等をウェブサイト上で公表する。 

（７）広域機関システムの開発及び維持管理の効率化 

本機関は、連系線の新設・増強を最大限活かし、連系線を介した電力取引を

含めた広域運用を促進する観点から、２０２８年度の佐久間周波数変換設備及

び東清水周波数変換設備の増強を見据えて、２０２７年度までに広域機関シス

テムの改修を完了させる。 
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また、小規模な電源等を集約する特定卸供給事業者（アグリゲーター）等の

新形態の事業者が参入する社会への移行を、２０３０年度頃を目途に完了させ

るために、本機関は以下の取組を行う。 

・ 特定卸供給事業者のような新形態の事業者の参入が増加することを踏まえ

て、広域機関システムの登録手続きや計画提出等の作業が煩雑化する恐れが

あるため、これらを簡素化するための機能改良を含めたシステム改修を実施

する。 

・ 今後、多種多様な新形態の事業者の出現や将来的に実施される大きな制度変

更に対応できるシステムへの移行を目指して、容量市場等の大きな制度改革

が落ち着く２０２４年度以降に実施する次期システムのリプレース検討に

着手する。 

さらに本機関は、広域機関システムが計画値同時同量下における計画提出、

系統情報の公表、連系線の管理・監視等の重要な役割を担っていることから、

広域機関システムの正常な運用を維持する。 

 

２０２１年度における広域機関システム開発及び維持管理に係る取組とし

ては以下のとおり。 

・ ２０２０年度中に運転開始予定の飛騨信濃周波数変換設備に係る旧来の不

要な機能や情報を削除する等により、ミスオペレーションを回避するための

システム改修を実施する。 

・ 既存の事業者への機能改良ニーズのアンケートを引き続き実施するととも

に、必要に応じて新形態事業者に対応した改良項目を精査した上でシステム

改修を行う。 

・ 次期システムに求められる要件や実現性を検討する上で参考となる他社事

例の調査や技術的な調査を行い、開発ロードマップを含めて必要な要件等を

確定させる。新形態の事業者に対応できるよう機能改良を含めたシステム改

修を行う。 

・ 広域機関システムに係る保守及び性能維持の管理を行う。 

・ なお、システム開発においては目的適合性を十分に配慮しつつ、維持管理を

含めて、ＣＩＯ補佐官（システム開発の専門家）によるコスト精査を実施す

ることや、システム開発前に有識者会議等でシステム化範囲等の妥当性につ

いての確認を行うこと等によって効率性向上に向けた取組を行う。 

 

２．電力の安定供給に向けた中長期的な供給力の確保 

電力の安定供給に向けた中長期的な供給力の確保によって、電力取引価格の

安定化を実現し、電気事業者の安定した事業運営、電気料金の安定化や中長期
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にわたる停電リスクの低減等の消費者メリットを実現する。 

 

２－１．入札の実施その他の方法により発電用の電気工作物を維持し、及び運

用する者を募集する業務その他の発電用の電気工作物の設置を促進するため

の業務（法第２８条の４０第１項第５号） 

（１） 容量市場の詳細設計及び運営 

今後、容量市場の実効初年度となる２０２４年度に向けて、実効性テストや

容量停止調整(２０２２年度)、必要に応じて行う追加オークション(２０２３

年度)等の準備を行っていく。また、その後も２０２１年度以降、毎年メイン

オークションを実施していくため、容量市場の市場管理者として円滑な市場運

営を行うとともに、必要な制度詳細検討を進めていく。 

そこで、２０２１年度においては以下の取組を実施する。 

・ ２０２０年度のメインオークション実施後の議論を踏まえて、必要な詳細制

度検討及び市場ルールへの反映を進める。 

・ ２０２１年度以降のメインオークション等の円滑な実施に向けて効率的な

運営体制・システム等の整備を進める。 

・ ２０２４年度に始まる実需給業務、及びそれまでの実需給前業務（実効性テ

スト・容量停止調整など）について、詳細制度検討・運営体制・システム等

の整備を進める。 

・ 事業者向け・一般向けの情報発信に努め、容量市場に関する制度理解を促進

する。 

なお、システム等の整備においては、目的適合性と効率性を考慮し、開発範

囲を明らかにしたうえで競争入札等によるコストダウン策を同時に進める。 

（２）供給計画を通じた需給バランスの評価及び電源入札等の要否検討 

今後の電源構成の変化も見据えた、新たな供給信頼度評価を深化させる。ま

た、各事業者からの供給計画を通して国内の需給バランスを評価するととも

に、電源・送電線の開発・休廃止等の適切性を確認し、供給力改善に向けた調

整や電源入札の要否を含めた検討を行い、国において適切に対処すべき事項に

ついては、安定供給の観点から意見等を付して経済産業大臣に送付する。さら

に、多様な供給力の提供が実現されるために、特定卸供給事業者・配電事業者

が電気事業者として参入できる環境を供給計画においても整備するため、供給

計画様式を確定する。併せて、高経年化設備の更新計画の評価などに必要とな

る新たな情報収集・把握項目を検討するとともに、２０２３年度に導入予定の

レベニューキャップ制度との連携を図る。２０２４年度から、必要供給力が容

量市場を通じて確保される等を踏まえた供給計画のあり方を検討する。 
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３．電気の需給の状況の監視（法第２８条の４０第１項第１号） 

（１）会員の需給状況の監視 

会員から提出される需要計画に基づいた供給力の確保状況、当日運用にお

ける供給区域の需要や主要発電所の稼働状況等供給力の状況、さらには供給区

域間をつなぐ連系線運用状況の監視・管理を２４時間・３６５日の体制で行う

ことにより、需給状況の悪化時に適切な指示や要請を行う。 

また、各種計画が送配電等業務指針に照らして適正な内容で提出されるよ

う、複数の計画間の整合性及び計画と実績の差（インバランス量）について

チェックを行い、適宜事業者に対する注意喚起を行うとともに、不整合のあ

る計画提出や多量のインバランスの発生を繰り返している事業者に対しては

改善を求め、必要に応じて指導を行う。既に指導を行った事業者に対しては、

インバランス量を重点的に確認し、改善を確実なものとする。 

（２）大規模停電リスクに備えた運用対策 

大規模停電の発生リスクを低減させ、かつ大規模停電発生時の停電復旧時間

を短縮させる観点から、これらに必要となる基準や考え方を一般送配電事業者

と協調して検討し、必要に応じ一般送配電事業者の手順書等の見直しを図る。

具体的には、大規模災害発生時にも広範囲な停電を回避するため、広域連系系

統での適切な負荷遮断のあり方や系統分離方策の整理等を実施する。また、広

範囲な停電からの復旧遅延リスクを抑制し、復旧時間をさらに短縮する方策の

整理を実施する。 

 

４．需給の状況が悪化した場合等における会員への指示（法第２８条の４０

第１項第２号） 

平常時・緊急時を問わず安定供給のために全国大での需給調整を行う。具体

的には、災害や電源トラブル等により、会員の需給状況が悪化するような場合、

市場活用も考慮しつつ、需給状況を改善するため、需給ひっ迫融通等必要な指

示を行う。また、再生可能エネルギーの出力増加等で、供給区域の需要に対す

る供給力が余剰になるような場合は、送配電等業務指針に基づき、長周期広域

周波数調整を実施する。広域需給調整が全社展開されることから、需給ひっ迫

時に広域需給調整が円滑に行われない場合にも確実に需給改善を行うための

体制や運用方法を確立する。 

また、需給バランス維持を目的に一般送配電事業者が再生可能エネルギー

の出力制御を行った場合に、再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置

法施行規則、並びに出力制御の公平性の確保に係る指針、及び広域機関の送配

電等業務指針に照らして、「発電事業者から見て、再生可能エネルギー抑制の

指令は、公平に実施されたのか」という視点から、毎年度終了後に一年間の抑制
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回数を確認し、公平性の確保に係る指針の内容に則り、検証し結果を公表する。 

 

５．電気供給事業者からの苦情又は相談の対応及び紛争の解決（法第２８条の

４０第１項第７号） 

（１）苦情又は相談の対応 

電気供給事業者等から、送配電等業務その他本機関の業務に関する苦情・紛

争についての申出又は相談を受けたときは、事業者の機会損失を最小限に抑え

るべく、回答その他の初動措置を速やかに行うとともに、論点整理や事業者毎

の申出を踏まえた解決案の提供を行い、早期の解決に努める。 

初動の措置では解決できず、さらなる対応が必要な場合においても、裁判外

紛争解決手続の活用や、電気供給事業者に対する指導又は勧告等の必要な措置

を講じ問題の解決に努める。 

また、電気供給事業者等の、送配電等業務指針等のルールに基づく業務の改

善のため、苦情の申出又は相談の内容を定期的に取りまとめ、事業者の事業機

会の拡大につながるよう、本機関のウェブサイトで事案を公表し、広く周知する。 

（２）紛争の解決 

送配電等業務に関する電気供給事業者間の紛争を解決するため、「裁判外紛

争解決手続の利用の促進に関する法律」に基づく認証紛争解決事業者として、

本機関の役職員以外の学識経験者、弁護士等で構成する紛争解決パネルを設置

し、和解の仲介（あっせん・調停）の業務を行う。 

 

６．電気供給事業者に対する指導、勧告等（法第２８条の４０第１項第６号） 

送配電等業務の円滑な実施その他の電気の安定供給の確保のため必要と認

めるときは、業務規程に基づき、電気供給事業者に対する指導又は勧告を行う。 

 

７．前１.～６.の附帯業務及び災害対応関連業務（法第２８条の４０第１項

第９号、法第２８条の４０第１項第４号の２及び法第２８条の４０第２項） 

（１）報告書の作成及び公表 

電力需給や電力系統の状況等について、本機関が収集した情報及び会員から

提供される情報に分析を加え、各ステークホルダーに有益な情報となるよう報

告書を取りまとめ公表する。２０２１年度は業務規程に基づき、電力需給（周

波数、電圧及び停電に関する電気の質についての供給区域ごとの評価、分析を

含む。）、電力系統の状況、系統アクセス業務に関する実績、翌年度・中長期の

電力需給及び電力系統に関する見通し及び課題、各供給区域の予備力及び調整

力の適切な水準等の評価及び検証並びに必要に応じた見直し、に関する報告書

を作成し公表する。 
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（２）調査及び研究 

容量市場、需給調整市場、設備形成、電源接続と系統利用ルール、調整力及

び需給バランス評価等の検討に資する調査、その他内外の電気事業に関する技

術動向、制度政策、電力需給のリスク分析等に関する調査及び研究を行う。国

の審議会における検証結果も踏まえ、中長期的には海外関係機関との双方向の

関係構築を視野に入れつつ、２０２１年度は理事長による海外機関訪問を原則

として２回行う等海外情報収集を強化する。 

（３）災害等への対応 

緊急時は、防災業務計画に基づき構築した緊急連絡体制及び災害対応態勢

の下、昨今激甚化している大規模自然災害の発生に備え、国と密接な連絡調整

を図り、国の防災業務との連携・連動を強化する。一方、平常時は、本機関の

災害対応力の強化に向けて災害対応訓練を継続的に実施するとともに、災害等

の発生により本拠点の施設や役職員等が被災した場合においては、事業継続計

画（ＢＣＰ）に基づき優先継続業務を確実に遂行できるよう、同計画の実効性

を向上させる。 

また、災害等により、東京の本拠点が使用不能となるような万一の場合に備

え、大阪に構築したバックアップ運用拠点において系統監視等の重要業務が確

実に遂行できるよう、システムの稼働確認を含む職員の対応訓練を実施すると

ともに、バックアップ拠点のさらなる整備について検討し、必要な整備を行う。 

さらに、本機関は、「新型インフルエンザ等対策特別措置法」及び「武力攻

撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」に基づく指定公共機

関であることを踏まえ、関係省庁と連携し、国等の情報連絡会、訓練等に積極

的に参加し、不測の事態への対応力を高める。 

加えて、一般送配電事業者たる会員から災害時連携計画の提出を受けたと

きは、必要な対応を行う。（法第２８条の４０第１項第４号の２） 

災害復旧にかかる費用について全国大で負担・費用回収する相互扶助制度

の申請受付・交付金の交付業務を行う。（法第２８条の４０第２項） 

 

８．本機関の目的を達するために必要な業務（法２８条の４０第１項第１０号） 

（１）広報 

本機関の業務の透明性を高め、電気事業者をはじめとして社会にも理解され

るよう、本機関の業務及び電気事業の広域的運営に関する情報の積極的発信、

広報の充実・強化に努める。 

２０２１年度は、ウェブサイトのリニューアルを行い、見やすさ、分かりや

すさに重点を置きユーザーの利用目的に応じた利便性の向上を図る。さらに、

定期的なアンケートの実施等により、ユーザー満足度、意見を収集し必要な見
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直しを図っていく。 

また、報道機関等への対応を通じて、本機関の業務に関連した情報を正しく

分かりやすく伝える。 

（２）情報システムのセキュリティ対策 

電力の安定供給を担う本機関の業務及び電気事業者との連携において、消費

者が安価な電力を安心して利用できるよう、本機関及び電気事業者の情報セ

キュリティ及びサイバーセキュリティ対策を高めて、大規模停電に至るセキュ

リティ事故発生をゼロにする。 

２０２１年度は、オリンピック・パラリンピックに備えた教育や訓練を実施

して機密性を高め、デジタル化やテレワーク等の業務変革により完全性と可用

性の向上を図った広域機関の情報基盤のリプレースを完了させる。 

（３）職員の確保・育成 

  職員の確保については、本機関の的確な業務遂行に必要な要員を常時確保

しつつ、将来性ある新卒者と専門的知見を有する人材の採用を進め、中長期的

に機関採用職員比率を高める。また、職員の育成については、プロパー職員等

のスキル向上を図る。 

２０２１年度は、中途採用の機会を増やすなどの施策を展開し、大手電力出

向者比率を、２０２１年度末時点５５％（２０１９年度末比３％ダウン）を目

標とするとともに、職員の育成については、ＯＪＴを基本としつつ、能力向上

を図るため、採用時研修、内部・外部研修の実施、併せて若手職員を対象とし

た機関外（関係省庁・電気事業者）への出向・派遣を実施する。 

（４）新業務 

  ２０２０年６月に成立した「強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図

るための電気事業法等の一部を改正する法律」により、本機関に以下の業務が

追加されることとなった。 

・ 一般送配電事業者が作成する災害時連携計画の内容の確認 

・ 災害復旧費用の相互扶助制度の運用 

・ 広域系統整備計画の策定・国への届出及び計画に位置づけられた地域間連系

線等整備費用の一部への再エネ賦課金方式の交付金等の交付 

・ 再生可能エネルギーの固定価格買取制度（ＦＩＴ制度）に関する交付金の交付 

・ 今般導入されるＦＩＰ制度に関するプレミアムの交付 

・ 太陽光パネル等の廃棄費用の積立金の管理 

  これらの業務を確実に遂行するため、２０２１年度においては２０２２年

度施行となるＦＩＴ制度の移行、ＦＩＰ制度の開始を十分に行える体制整備を

行う。そのため、人材確保のみならず、特に、多くの金額や区分経理、あるい

は複数のシステムの移管等を扱うこととなることから会計面、情報システム、
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監査等の強化を行う。 

  新業務に向けたシステムについては、２０２２年度から各業務が開始でき

るよう、２０２１年度は業務設計と一体となった検討を進め、実業務開始に備

える。 

ＦＩＴ制度・ＦＩＰ制度に関する交付金等、多額の資金管理を行うため、会

計スキルの高い人材を採用する等、経理業務の体制を強化する。また、資金が

適切に管理されていることを第三者により客観的に検証する外部監査の対象

範囲・導入時期等を決めるため、新業務の執行体制・業務設計の整備に併せて、

その内部統制及びリスクの評価を行う。 

なお、２０２２年度施行業務の準備に必要な人員増に伴い現拠点が狭隘化す

ることに加え、関係者とのより円滑な調整や委員会等の効率的な開催を図るた

め、アクセスの利便性を考慮し新たな運用拠点を開設する。 

（５）内部監査によるモニタリング 

本機関の業務が、関係する法令・諸規程等に則り適正に行われているか、業

務の中立性・公平性、財務報告の適正性、及び文書管理・情報管理の適正性を

重点とした内部監査を実施する。そのうち、情報セキュリティは、本機関の情

報システムは社会的重要性が高く、第三者による専門性・客観性を要すること

から外部委託を活用して監査を実施する。 

（６）その他 

政府において検討中の様々な制度改正等の実施や需給ひっ迫を受けた検証

結果を踏まえ、所要の本機関の業務が発生する場合は、適時適切に対応する。 

 

９．送配電等業務指針の策定及び変更（法第２８条の４０第１項第３号） 

電気事業法等の改正及び国の審議会等の検討内容を踏まえ、定款、業務規程

及び送配電等業務指針の変更等の検討を進める。具体的には、新たな制度、業

務への対応として、２０２２年４月施行を目標に以下に関するルール整備を実

施する。 

・ 配電事業者や特定卸供給事業者の創設 

・ ＦＩＰ制度に関するプレミアムの交付 

・ 太陽光発電設備の廃棄等費用の積立金の管理 等 

 

 


